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会社と５社で共同購買や共同受注の他に実習生を受け
入れるために同組合を設立した。現在、組合員である
企業数は25社程度で、農業（施設園芸）から建設業、
食料品や金属製品等の製造業まで幅広い業種構成と
なっている。なお、同組合を通じて企業が実習生を受
け入れるには同組合の組合員となる必要がある。設立
当初は、中国の実習生を中心に受け入れてきたが、
10年からはベトナムにシフトし、近年はベトナムが
多い（図表５）。
同組合は、実習生の受け入れを希望する組合員企業
の要望を聞きながら、ベトナムや中国などの送出国の
送出機関に募集を依頼する。ベトナムに関しては３社
の送出機関と取り引きがあり、組合員企業からの実習
生に関する要望に合わせて使い分けている。そして、
送出機関による募集後は、現地またはテレビ電話を
使った面接の段取りや、選考後の入国にかかる手続
き、入国後の講習実施、実習開始後は受入企業の監理
指導、実習生のサポートを行なう。

◎日本人が働きやすい会社であることが重要
実習生の受け入れを初めて検討する経営者には、実

習生は簡単に集まる、賃金も安くてすむと考えている人
もなかにはいると同組合は感じている。しかし、近年は
世界的な人材獲得競争が激しく、新潟県のような地方の
企業における受入環境は厳しくなりつつあるとみている。
そこで同組合では、実習生に選ばれる企業のポイン
トとして、何よりも日本人にとって働きやすい会社で
あることを挙げている。具体的には、経営者と社員と
の関係はもちろんのこと、社員間の人間関係が良好で
あることが重要であるとしている。同時に、賃金や福
利厚生などの待遇面についても、必要に応じて改善を
行なう姿勢が求められるとしている。

外国人雇用には様々な課題があるとみられるが、課
題を乗り越え外国人を受け入れている県内企業があ
る。以下では、県内企業における専門的・技術的分野
の人材を活用している事例と技能実習制度を活用して
いる事例を紹介する。

◎留学生を専門的・技術的分野の在留資格で雇用
除雪機や草刈機などを製造するフジイコーポレーショ

ンでは、以前から高齢者や障害者など多様な人材が働
きやすい会社づくりを進めてきた。そのようななか2012
年には、新潟大学大学院に留学していたバングラデシュ
からの留学生が入社を希望したことから外国人を採用し
た。それ以降、近年同社としても海外販路の開拓に注力
していることもあり、外国人の入社希望を広く受け入れ
るようになった。現在は上述のバングラデシュからの１
名と４名（ミャンマー、韓国、インド、トルコ）の外国
人を専門的・技術的分野の在留資格で雇用している。

3新潟県における
外国人雇用の事例

［フジイコーポレーション株式会社（燕市）］

図表5　グローバルサポート協同組合の受入実績
職種／国 ベトナム 中　国 タ　イ 合　計

耕種農業 318 7 － 325

畜産農業 14 － － 14

農産物漬物 17 － － 17

水産加工食品製造 67 － － 67

惣菜 27 － － 27

とび 85 3 － 88

建設機械施工 15 － － 15

建築大工 4 － － 4

建築板金 6 － － 6

鉄工 62 11 － 73

機械保全 18 － － 18

溶接 14 － － 14

プリント配線板製造 － 8 31 39

紙器・ダンボール箱製造 4 － － 4

印刷・製本 6 － － 6

合計 657 29 31 717
（資料） グローバルサポート協同組合ホームページ 

（2020年1月末現在）
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◎実践的なインターンシップを実施
同社では日本人・外国人を問わず、入社を希望する
人には必ずインターンシップを課している。インターン
シップの期間は、各人の事情に合わせ１カ月～半年程
度である。インターンシップの内容は、単なる会社見学
や日常業務の補助的業務を行なわせるようなものでは
なく、期間に応じて同社の業務に関連する課題を与え、
自分なりの回答を提示してもらう実践的なものにしてい
る。期間中は、同社社員が助言や指導を行なうことで、
入社後の実際の働く環境を体験できるようにしている。
そして、インターンシップ終了後、最終面談し、本人の
意思を確認したうえで採用の可否を決定している。

◎働きやすい職場づくりで能力発揮を促進
最近は、国内はもとより海外で開催される外国人向
けの就職イベントにも参加している。就職イベントで
知り合い、同社に興味・関心のある外国人には、上述
のインターンシップを体験してもらい、双方が納得で
きる形での採用活動を行なっている。
入社後は、住居や生活習慣などでの一部の困りごと

に関しては、必要に応じて日本人社員が支援を行なう
が、原則特別扱いはしない。日本人・外国人に限らず、
社員の誰かにとって働きにくい点が顕在化した場合に
は、随時改善するようにしている。結果として、５名
とも業務上はもちろんのこと、ランチタイムや仕事以
外などでも日本人社員と融和することができている。
現在は、５名とも英語や自国語などの語学力と、各人
各様の専門能力を活かした業務を中心に行なっている。
例えば、海外ユーザー向けの分かりやすい取扱説明書
の作成や海外での展示会出展の企画や運営などである。
その結果、海外向けの売上高も年々拡大傾向にある。
同社では、引き続き外国人を含む誰もが働きやすい
職場づくりを進めていく予定である。そのうえで、外
国人社員の能力とモチベーションを引き出しながら、
海外取引の一層の強化を図っていきたいとしている。

◎人手不足解消の一つとして技能実習制度を活用
水産練り製品を製造する堀川では、2000年代後半
頃から、パートや臨時社員の採用が難しくなり始め
た。そのため、人材派遣業者の利用を進めたほか、技
能実習制度の活用も検討するようになった。しかし、
実習生の受入手続きが煩雑であることや宿舎の手配が
面倒であることなどから、同制度の活用に二の足を踏
んでいた。そのようななか、同社の近隣にある監理団
体のグローバルサポート協同組合から宿舎の用意も含
めた同制度の活用提案があり、17年からベトナム人
の実習生を受け入れ始めた。20年３月現在、17名（１
期生：６名、２期生：５名、３期生：６名）のベトナ
ム人実習生を受け入れている。

◎監理団体からの全面的な支援で負担を軽減
受け入れにあたっての人材の募集や選抜までの手配
から在留資格取得手続き等の入国までの手続き全般、
入国後の研修や宿舎の手配などについては同組合に任
せている。また、同社と同組合、実習生の宿舎が近接
していることから、実習生の日常生活のサポートやト
ラブル時の対応も同組合の支援を受けており、同社の
負担を軽減することができている。

［株式会社堀川（聖籠町）］

▲海外の展示会では語学力を活かして活躍
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